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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成18年11月24日に提出いたしました第48期中(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日)の半期報告書の記

載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告書を提出するものであ

ります。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

② 中間連結損益計算書 

注記事項 

（中間連結損益計算書関係） 

２ 中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

② 中間損益計算書 

注記事項 

（中間損益計算書関係） 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は   線で示しております。 

  



第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

② 【中間連結損益計算書】 

(訂正前) 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    39,038,760 100.0 41,646,588 100.0  78,269,233 100.0

Ⅱ 売上原価    28,933,136 74.1 30,933,849 74.3  58,079,785 74.2

売上総利益    10,105,624 25.9 10,712,738 25.7  20,189,448 25.8

Ⅲ 営業収入    1,361,821 3.5 1,499,135 3.6  2,778,100 3.5

営業総利益    11,467,445 29.4 12,211,874 29.3  22,967,549 29.3

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※１  9,817,434 25.2 10,326,026 24.8  20,124,486 25.7

営業利益    1,650,011 4.2 1,885,848 4.5  2,843,062 3.6

Ⅴ 営業外収益          

１ 受取利息   33,063   28,070 61,168    

２ 受取配当金   1,385   2,804 2,203    

３ 受取事務手数料   100,501   106,837 202,065    

４ 債務精算差金   24,920   17,635 43,469    

５ 雑収入   30,411 190,283 0.5 28,367 183,717 0.5 69,380 378,286 0.5

Ⅵ 営業外費用          

１ 支払利息   97,275   87,345 186,088    

２ 貸倒引当金繰入額   430   ― 230    

３ 新株発行費   19,364   ― 20,892    

４ 株式交付費   ―   10,285 ―    
５ 業務資本提携関連 
  費用   ―   52,000 ―    

６ 雑損失   5,983 123,054 0.3 4,444 154,075 0.4 9,491 216,702 0.3

経常利益    1,717,240 4.4 1,915,489 4.6  3,004,646 3.8

Ⅶ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ 6   21 6    

２ 投資有価証券売却益   5,960   ― 5,960    

３ 貸倒引当金戻入益   ―   480 ―    

４ 前期損益修正益 ※３ ― 5,967 0.0 557 1,058 0.0 16,404 22,371 0.1

Ⅷ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※４ 232   880 232    

２ 固定資産除却損 ※５ 19,786   24,853 91,123    

３ 過年度借地権償却額   65,308   ― 65,308    
４ 差入保証金 
  繰上返還差損   ―   ― 10,724    

５ 減損損失 ※６ ―   83,192 ―    
６ 過年度ポイント 
  カード引当金繰入額   ― 85,327 0.2 135,076 244,002 0.6 ― 167,388 0.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益    1,637,879 4.2 1,672,546 4.0  2,859,629 3.7

法人税、住民税 
及び事業税   753,054   879,523 1,298,441    

法人税等調整額   △60,870 692,183 1.8 △144,798 734,725 1.7 △52,899 1,245,541 1.6

中間(当期)純利益    945,695 2.4 937,821 2.3  1,614,088 2.1

           



(訂正後) 

  

次へ 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    39,038,760 100.0 41,646,588 100.0  78,269,233 100.0

Ⅱ 売上原価    28,933,136 74.1 30,933,849 74.3  58,079,785 74.2

売上総利益    10,105,624 25.9 10,712,738 25.7  20,189,448 25.8

Ⅲ 営業収入 ※１  1,361,821 3.5 1,499,135 3.6  2,778,100 3.5

営業総利益    11,467,445 29.4 12,211,874 29.3  22,967,549 29.3

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※２  9,817,434 25.2 10,326,026 24.8  20,124,486 25.7

営業利益    1,650,011 4.2 1,885,848 4.5  2,843,062 3.6

Ⅴ 営業外収益          

１ 受取利息   33,063   28,070 61,168    

２ 受取配当金   1,385   2,804 2,203    

３ 受取事務手数料   100,501   106,837 202,065    

４ 債務精算差金   24,920   17,635 43,469    

５ 雑収入   30,411 190,283 0.5 28,367 183,717 0.5 69,380 378,286 0.5

Ⅵ 営業外費用          

１ 支払利息   97,275   87,345 186,088    

２ 貸倒引当金繰入額   430   ― 230    

３ 新株発行費   19,364   ― 20,892    

４ 株式交付費   ―   10,285 ―    
５ 業務資本提携関連 
  費用   ―   52,000 ―    

６ 雑損失   5,983 123,054 0.3 4,444 154,075 0.4 9,491 216,702 0.3

経常利益    1,717,240 4.4 1,915,489 4.6  3,004,646 3.8

Ⅶ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※３ 6   21 6    

２ 投資有価証券売却益   5,960   ― 5,960    

３ 貸倒引当金戻入益   ―   480 ―    

４ 前期損益修正益 ※４ ― 5,967 0.0 557 1,058 0.0 16,404 22,371 0.1

Ⅷ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※５ 232   880 232    

２ 固定資産除却損 ※６ 19,786   24,853 91,123    

３ 過年度借地権償却額   65,308   ― 65,308    
４ 差入保証金 
  繰上返還差損   ―   ― 10,724    

５ 減損損失 ※７ ―   83,192 ―    
６ 過年度ポイント 
  カード引当金繰入額   ― 85,327 0.2 135,076 244,002 0.6 ― 167,388 0.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益    1,637,879 4.2 1,672,546 4.0  2,859,629 3.7

法人税、住民税 
及び事業税   753,054   879,523 1,298,441    

法人税等調整額   △60,870 692,183 1.8 △144,798 734,725 1.7 △52,899 1,245,541 1.6

中間(当期)純利益    945,695 2.4 937,821 2.3  1,614,088 2.1

           



注記事項 

(中間連結損益計算書関係) 

(訂正前) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

重要なもの 

給料手当 2,931,865千円

賞与引当金 
繰入額 

374,690千円

退職給付 
費用 

119,522千円

役員退職 
慰労引当金 
繰入額 

10,500千円

地代家賃 1,452,542千円

減価償却費 508,210千円

   

※１ 販売費及び一般管理費のうち

重要なもの 

ポイントカ
ード引当金 
繰入額 

2,308千円

給料手当 3,046,216千円

賞与引当金
繰入額 

362,700千円

役員賞与
引当金 
繰入額 

15,000千円

退職給付
費用 

117,091千円

役員退職
慰労引当金 
繰入額 

9,500千円

地代家賃 1,500,807千円

減価償却費 601,396千円

   

※１ 販売費及び一般管理費のうち

重要なもの 

給料手当 5,928,659千円

賞与引当金 
繰入額 

319,590千円

退職給付
費用 

239,106千円

役員退職
慰労引当金 
繰入額 

20,400千円

地代家賃 2,916,191千円

減価償却費 1,103,212千円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

  

土地売却益は、蓮田市黒浜の

土地売却によるものでありま

す。 

  

土地 6千円 器具及び備品 21千円

  

土地売却益は、蓮田市黒浜の

土地売却によるものでありま

す。 

土地 6千円

※３    ─── ※３ 前期損益修正益は、主に経費

処理した固定資産の受入益で

あります。 

  

※３     同左 

※４ 固定資産売却損の内訳 

  

  車輌運搬具 214千円

  器具及び備品 17千円

  計 232千円

※４ 固定資産売却損の内訳 

  車輌運搬具 536千円

  器具及び備品 344千円

  計 880千円

※４ 固定資産売却損の内訳 

車輌運搬具 214千円

器具及び備品 17千円

計 232千円

※５ 固定資産除却損の内訳 

建物 680千円

構築物 1,594千円

車輌運搬具 851千円

器具及び備品 898千円

解体撤去 
費用他 

15,761千円

計 19,786千円

※５ 固定資産除却損の内訳 

建物 700千円

機械及び装置 2,210千円

器具及び備品 274千円

解体撤去
費用他 

21,666千円

計 24,853千円

※５ 固定資産除却損の内訳 

建物 945千円

構築物 1,594千円

車輌運搬具 1,564千円

器具及び備品 15,832千円

解体撤去
費用他 

71,185千円

計 91,123千円



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※６    ─── 

  

  

  

※６ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。 

(1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

店舗における営業活動から生

じる損益が継続してマイナス

である店舗資産及び市場価額

が帳簿価額より著しく下落し

ている遊休資産については、

各資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。 

(3)減損損失の金額 

(4)資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として店舗を基本

単位に資産のグルーピングを

行っております。遊休資産に

ついては、物件毎に資産のグ

ルーピングを行っておりま

す。 

(5)回収可能価額の算定方法 

当該資産グループの回収可能

価額は、正味売却価額により

測定し、転用可能な器具及び

備品については取得価額の

10％を正味売却価額として評

価し、転用不可能なその他の

資産については残存価額を零

として計上しております。ま

た、遊休資産の回収可能価額

は、不動産鑑定評価額により

評価しております。 

用途 種類
場所

件数 
減損損失

（千円）

店舗 建物他
埼玉県

１件 
55,306

遊休資産 土地
埼玉県

１件 
27,885

合計 83,192

建物 44,370千円

構築物 4,383千円

器具及び備品 2,191千円

土地 27,885千円

リース資産 4,361千円

計 83,192千円

※６    ─── 

  

  

  



(訂正後) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 営業収入の内訳 

物流収入 1,050,526千円

不動産 
賃貸収入 

262,702千円

その他の 
営業収入 

48,591千円

計 1,361,821千円

   

※１ 営業収入の内訳 

物流収入 1,104,733千円

不動産賃貸
収入 

330,838千円

その他の
営業収入 

63,563千円

計 1,499,135千円

   

※１ 営業収入の内訳 

物流収入 2,115,515千円

不動産賃貸 
収入 

559,105千円

その他の
営業収入 

103,479千円

計 2,778,100千円

   

※２ 販売費及び一般管理費のうち

重要なもの 

給料手当 2,931,865千円

賞与引当金 
繰入額 

374,690千円

退職給付 
費用 

119,522千円

役員退職 
慰労引当金 
繰入額 

10,500千円

地代家賃 1,452,542千円

減価償却費 508,210千円

   

※２ 販売費及び一般管理費のうち

重要なもの 

ポイントカ
ード引当金 
繰入額 

2,308千円

給料手当 3,046,216千円

賞与引当金
繰入額 

362,700千円

役員賞与
引当金 
繰入額 

15,000千円

退職給付
費用 

117,091千円

役員退職
慰労引当金 
繰入額 

9,500千円

地代家賃 1,500,807千円

減価償却費 601,396千円

   

※２ 販売費及び一般管理費のうち

重要なもの 

給料手当 5,928,659千円

賞与引当金 
繰入額 

319,590千円

退職給付
費用 

239,106千円

役員退職
慰労引当金 
繰入額 

20,400千円

地代家賃 2,916,191千円

減価償却費 1,103,212千円

※３ 固定資産売却益の内訳 ※３ 固定資産売却益の内訳 ※３ 固定資産売却益の内訳 

  

土地売却益は、蓮田市黒浜の

土地売却によるものでありま

す。 

  

土地 6千円 器具及び備品 21千円

  

土地売却益は、蓮田市黒浜の

土地売却によるものでありま

す。 

土地 6千円

※４    ─── ※４ 前期損益修正益は、主に経費

処理した固定資産の受入益で

あります。 

  

※４     同左 

※５ 固定資産売却損の内訳 

  

  車輌運搬具 214千円

  器具及び備品 17千円

  計 232千円

※５ 固定資産売却損の内訳 

  車輌運搬具 536千円

  器具及び備品 344千円

  計 880千円

※５ 固定資産売却損の内訳 

車輌運搬具 214千円

器具及び備品 17千円

計 232千円

※６ 固定資産除却損の内訳 

建物 680千円

構築物 1,594千円

車輌運搬具 851千円

器具及び備品 898千円

解体撤去 
費用他 

15,761千円

計 19,786千円

※６ 固定資産除却損の内訳 

建物 700千円

機械及び装置 2,210千円

器具及び備品 274千円

解体撤去
費用他 

21,666千円

計 24,853千円

※６ 固定資産除却損の内訳 

建物 945千円

構築物 1,594千円

車輌運搬具 1,564千円

器具及び備品 15,832千円

解体撤去
費用他 

71,185千円

計 91,123千円



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※７    ─── 

  

  

  

※７ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。 

(1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

店舗における営業活動から生

じる損益が継続してマイナス

である店舗資産及び市場価額

が帳簿価額より著しく下落し

ている遊休資産については、

各資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。 

(3)減損損失の金額 

(4)資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として店舗を基本

単位に資産のグルーピングを

行っております。遊休資産に

ついては、物件毎に資産のグ

ルーピングを行っておりま

す。 

(5)回収可能価額の算定方法 

当該資産グループの回収可能

価額は、正味売却価額により

測定し、転用可能な器具及び

備品については取得価額の

10％を正味売却価額として評

価し、転用不可能なその他の

資産については残存価額を零

として計上しております。ま

た、遊休資産の回収可能価額

は、不動産鑑定評価額により

評価しております。 

用途 種類
場所

件数 
減損損失

（千円）

店舗 建物他
埼玉県

１件 
55,306

遊休資産 土地
埼玉県

１件 
27,885

合計 83,192

建物 44,370千円

構築物 4,383千円

器具及び備品 2,191千円

土地 27,885千円

リース資産 4,361千円

計 83,192千円

※７    ─── 

  

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

② 【中間損益計算書】 

(訂正前) 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     38,997,671 100.0 41,631,306 100.0   78,199,429 100.0

Ⅱ 売上原価     29,128,506 74.7 31,085,666 74.7   58,392,607 74.7

売上総利益     9,869,164 25.3 10,545,639 25.3   19,806,821 25.3

Ⅲ 営業収入     1,421,876 3.7 1,609,210 3.9   2,900,491 3.7

営業総利益     11,291,041 29.0 12,154,850 29.2   22,707,312 29.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費     9,819,250 25.2 10,336,747 24.8   20,129,995 25.7

営業利益     1,471,791 3.8 1,818,102 4.4   2,577,316 3.3

Ⅴ 営業外収益 ※１   202,718 0.5 198,255 0.5   403,055 0.5

Ⅵ 営業外費用 ※２   122,330 0.3 153,608 0.4   215,419 0.3

経常利益     1,552,178 4.0 1,862,749 4.5   2,764,952 3.5

Ⅶ 特別利益     5,967 0.0 501 0.0   22,371 0.1

Ⅷ 特別損失 ※３ 
※４   85,327 0.2 244,002 0.6   166,718 0.2

税引前中間(当期) 
純利益     1,472,818 3.8 1,619,248 3.9   2,620,605 3.4

法人税、住民税 
及び事業税   687,605   847,447 1,208,480   

法人税等調整額   △62,418 625,186 1.6 △134,491 712,955 1.7 △58,724 1,149,756 1.5

中間(当期)純利益     847,631 2.2 906,292 2.2   1,470,849 1.9

前期繰越利益     1,474,412 ─   1,474,412 

中間(当期) 
未処分利益     2,322,043 ─   2,945,261 

            



(訂正後) 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    38,997,671 100.0 41,631,306 100.0  78,199,429 100.0

Ⅱ 売上原価    29,128,506 74.7 31,085,666 74.7  58,392,607 74.7

売上総利益    9,869,164 25.3 10,545,639 25.3  19,806,821 25.3

Ⅲ 営業収入 ※１  1,421,876 3.7 1,609,210 3.9  2,900,491 3.7

営業総利益    11,291,041 29.0 12,154,850 29.2  22,707,312 29.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費    9,819,250 25.2 10,336,747 24.8  20,129,995 25.7

営業利益    1,471,791 3.8 1,818,102 4.4  2,577,316 3.3

Ⅴ 営業外収益 ※２  202,718 0.5 198,255 0.5  403,055 0.5

Ⅵ 営業外費用 ※３  122,330 0.3 153,608 0.4  215,419 0.3

経常利益    1,552,178 4.0 1,862,749 4.5  2,764,952 3.5

Ⅶ 特別利益    5,967 0.0 501 0.0  22,371 0.1

Ⅷ 特別損失 ※４ 
※５  85,327 0.2 244,002 0.6  166,718 0.2

税引前中間(当期) 
純利益    1,472,818 3.8 1,619,248 3.9  2,620,605 3.4

法人税、住民税 
及び事業税   687,605   847,447 1,208,480    

法人税等調整額   △62,418 625,186 1.6 △134,491 712,955 1.7 △58,724 1,149,756 1.5

中間(当期)純利益    847,631 2.2 906,292 2.2  1,470,849 1.9

前期繰越利益    1,474,412 ―  1,474,412  

中間(当期) 
未処分利益    2,322,043 ―  2,945,261  

           



注記事項 

(中間損益計算書関係) 

(訂正前) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 33,061千円

受取事務 
手数料 

113,105千円

債務精算差金 24,920千円

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 28,048千円

受取事務
手数料 

122,022千円

債務精算差金 17,635千円

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 61,163千円

受取事務
手数料 

227,171千円

債務精算差金 43,469千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 96,559千円

新株発行費 19,364千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 86,878千円

業務資本提携
関連費用 

52,000千円

株式交付費 10,285千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 184,812千円

新株発行費 20,892千円

※３ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産 
除却損 

19,786千円

過年度借地権 
償却額 

65,308千円

※３ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産
売却損 

880千円

固定資産
除却損 

24,853千円

減損損失 83,192千円

過年度ポイン
トカード引当
金繰入額 

135,076千円

※３ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産
売却損 

232千円

固定資産
除却損 

90,453千円

※４    ─── 

  

※４ 減損損失 

当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しており

ます。 

(1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

店舗における営業活動から生

じる損益が継続してマイナス

である店舗資産及び市場価額

が帳簿価額より著しく下落し

ている遊休資産については、

各資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。 

用途 種類
場所

件数 
減損損失

（千円）

店舗 建物他
埼玉県

１件 
55,306

遊休資産 土地
埼玉県

１件 
27,885

合計 83,192

※４    ─── 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  (3)減損損失の金額 

(4)資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として店舗を基本

単位に資産のグルーピングを

行っております。遊休資産に

ついては、物件毎に資産のグ

ルーピングを行っておりま

す。 

(5)回収可能価額の算定方法 

当該資産グループの回収可能

価額は、正味売却価額により

測定し、転用可能な器具及び

備品については取得価額の

10％を正味売却価額として評

価し、転用不可能なその他の

資産については残存価額を零

として計上しております。ま

た、遊休資産の回収可能価額

は、不動産鑑定評価額により

評価しております。 

建物 44,370千円

構築物 4,383千円

器具及び備品 2,191千円

土地 27,885千円

リース資産 4,361千円

計 83,192千円

  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定 
資産 

475,576千円

無形固定 
資産 

30,875千円

計 506,452千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定
資産 

566,050千円

無形固定
資産 

34,201千円

計 600,251千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定
資産 

1,036,468千円

無形固定
資産 

63,181千円

計 1,099,650千円



(訂正後) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 営業収入の内訳 

物流収入 1,096,818千円

不動産 
賃貸収入 

274,090千円

その他の 
営業収入 

50,967千円

計 1,421,876千円

※１ 営業収入の内訳 

物流収入 1,163,100千円

不動産
賃貸収入 

381,226千円

その他の
営業収入 

64,883千円

計 1,609,210千円

※１ 営業収入の内訳 

物流収入 2,204,606千円

不動産
賃貸収入 

587,678千円

その他の
営業収入 

108,205千円

計 2,900,491千円

※２ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 33,061千円

受取事務 
手数料 

113,105千円

債務精算差金 24,920千円

※２ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 28,048千円

受取事務
手数料 

122,022千円

債務精算差金 17,635千円

※２ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 61,163千円

受取事務
手数料 

227,171千円

債務精算差金 43,469千円

※３ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 96,559千円

新株発行費 19,364千円

※３ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 86,878千円

業務資本提携
関連費用 

52,000千円

株式交付費 10,285千円

※３ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 184,812千円

新株発行費 20,892千円

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産 
除却損 

19,786千円

過年度借地権 
償却額 

65,308千円

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産
売却損 

880千円

固定資産
除却損 

24,853千円

減損損失 83,192千円

過年度ポイン
トカード引当
金繰入額 

135,076千円

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産
売却損 

232千円

固定資産
除却損 

90,453千円

※５    ─── 

  

※５ 減損損失 

当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しており

ます。 

(1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

店舗における営業活動から生

じる損益が継続してマイナス

である店舗資産及び市場価額

が帳簿価額より著しく下落し

ている遊休資産については、

各資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。 

用途 種類
場所

件数 
減損損失

（千円）

店舗 建物他
埼玉県

１件 
55,306

遊休資産 土地
埼玉県

１件 
27,885

合計 83,192

※５    ─── 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  (3)減損損失の金額 

(4)資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として店舗を基本

単位に資産のグルーピングを

行っております。遊休資産に

ついては、物件毎に資産のグ

ルーピングを行っておりま

す。 

(5)回収可能価額の算定方法 

当該資産グループの回収可能

価額は、正味売却価額により

測定し、転用可能な器具及び

備品については取得価額の

10％を正味売却価額として評

価し、転用不可能なその他の

資産については残存価額を零

として計上しております。ま

た、遊休資産の回収可能価額

は、不動産鑑定評価額により

評価しております。 

建物 44,370千円

構築物 4,383千円

器具及び備品 2,191千円

土地 27,885千円

リース資産 4,361千円

計 83,192千円

  

 ６ 減価償却実施額 

有形固定 
資産 

475,576千円

無形固定 
資産 

30,875千円

計 506,452千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定
資産 

566,050千円

無形固定
資産 

34,201千円

計 600,251千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定
資産 

1,036,468千円

無形固定
資産 

63,181千円

計 1,099,650千円
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